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アクションプログラムに基づく個別項目の計画
スケジュール

項    目 現  状 具体的な取組み
平成 17 年度 平成 18 年度

備   考

１．事業再生･中小企業金融の円滑化
(1)創業･新事業支援機能等
の強化

・ ｢創業・新事業担当審査役｣、｢業種別審査役｣
を設置、事業特性を踏まえた案件審査ので
きる体制としています。また、｢融資トレー
ニー｣など｢目利き｣能力向上を目的とした
施策の実施により、行員の｢目利き｣能力の
向上が図られていると評価しています。

・ 県内 17 大学･高専、中小企業支援センター、
顧問技術士と連携して、ベンチャー企業の
創業支援･技術相談等を開始しています。

・ ｢産業クラスターサポート金融会議｣への参画に
より、補助金のつなぎ融資商品｢しずぎん産業
クラスター計画サポートローン｣を創設しました。

・日本政策投資銀行など政府系金融機関等と
の連携強化を図っています。

・ お客さまからの技術相談への対応および行
員の目利き能力向上のため、顧問技術士の
増員を検討します。

・ ｢中小企業新事業活動促進法｣の認定申請を
支援します。

・ 業種別審査ポイントの営業店への提供、本
部｢融資トレーニー｣の拡充、スコアリング
審査のフォロー、｢融資基礎講座｣の勉強会
開催などにより、行員の目利き能力の開発、
実践での活用に取組みます。

・ベンチャー向けファンド組成、県投資事業
組合への出資、国民生活金融公庫との連携
により、創業期企業の支援に取組みます。

・｢産業クラスターサポート金融会議｣への参画に
より支援手法の研究を行います。

・ ｢新事業支援チーム｣を配置し、ベンチャー
企業等の支援、本部渉外を開始します。

・ 大学・高専、政府系金融機関との情報交換、
マッチングを行います。

（目標）
・ ベンチャー向け 3 号ファンドによる投資を

10件／3億円実行する。（平成 17・18年度
各 5件／1.5億円）

・ 新法「中小企業新事業活動促進法」の申請
支援を 15件実施する。（平成 17年度 5件、
18年度 10件）

・ 顧問技術士増員を検討します。
・ ｢中小企業新事業活動促進法｣申
請支援を行います。

・ 業種別審査ポイントの営業店へ
の提供、｢融資トレーニー」拡充、
スコアリング審査のフォローと
しての実践的指導、｢融資基礎講
座｣勉強会を開始します。

・ ベンチャー企業向けファンドの組成、
県投資事業組合への出資、国民生活金融
公庫との業務提携を行います。

・ ｢産業クラスターサポート金融
会議｣へ参画します。

・｢新事業支援チーム｣を設置し、
ベンチャー企業等の支援、本部
渉外を開始します。

・大学･高専、政府系金融機関との
情報交換やマッチング支援を実
施します。

・ 顧問技術士の積極活用による行
員の目利き能力向上とベンチャ
ー企業等の技術支援の強化を図
ります。

・ 「中小企業新事業活動促進法」
申請支援維持・強化を行います。

・ ベンチャーファンドへの投資見
込先の発掘強化を行います。

・大学･高専や外部機関との情報
交換やマッチング支援を継続実
施します。

・静銀経営コンサルティング㈱
や静岡キャピタル㈱等のグル
ープ会社、(財)しずおか産業創
造機構等の外部支援機関と連
携し、支援に繋げていきます。

(2)取引先企業に対する経
営相談･支援機能の強化

 ①取引先企業に対する経
営相談･支援機能の強化

・情報営業体制の整備や情報営業ツールのイ
ンフラ整備等により、お客さまのビジネス
マッチングやＭ＆Ａ等のニーズに迅速に対
応し、商機拡大に向けたニーズに積極的に
応えています。

・ 法人向け金融ポータルサイトの内容を充実
し、ビジネスマッチング機能の強化、インスト
ラクター派遣などの利用活性化に向けた取
組みを実施しています。

・ ベンチャー企業向けセミナーを開催し、｢ニ
ュービジネス育成フォーラム｣会員に対する商
機拡大などに貢献しています。

・ 情報営業推進体制の整備、｢新事業支援チー
ム｣の設置により情報共有化を推進、有償ビ
ジネスマッチングサービスを開始します。

・法人向け金融ポータルサイトの内容･サー
ビスの充実、株式公開やＭ＆Ａを対象とし
たセミナーの開催を実施していきます。

・ 大規模商談会への出展など、ビジネスマッ
チングによる商機拡大等への顧客ニーズに
積極的に応えていきます。

・ ｢ニュービジネス育成フォーラム｣会員に対する
情報提供を継続して行います。

・中小企業等の後継者育成を目的とした経営
塾の開設を検討します。

（目標）
・ ビジネスマッチングによる成約 900 件（平
成 17・18年度各 450件）

・情報営業会議を開催します。
・新事業支援チームの設置、有償
ビジネスマッチングサービスを開
始します。
・法人向け金融ポータルサイトへ新
コンテンツ｢法令･文例集｣を追
加、インストラクターの増員を実
施します。
・ 株式公開やＭ＆Ａを対象とした
セミナーを開催します。
・ 大規模商談会への出展･ビジネス
マッチング支援を行います。
・｢ニュービジネス育成フォーラム｣等
セミナーを開催します。

・情報営業会議の開催を継続しま
す。

・有償ビジネスマッチングサービス
への取組みを強化します。

・大規模商談会への出展、｢ニュー
ビジネス育成フォーラム｣等セミナ
ーの開催を行います。

② 要注意先債権等の健全
化等に向けた取組みの
強化

③ 健全債権等の強化に関
する実績の公表等

・ 経営改善支援の専担部署｢企業経営サポート
グループ｣を中心に、支援対象企業に対して、
直接、経営改善支援を実施しています。

・ 対象企業のうち 3 社に 1 社の割合で格上げ
を実現するなど、経営改善支援の取組みに
一定の成果を得ています。

・ 法人取引先担当営業行員が、一人一社以上
の経営改善計画の策定･検証を行う｢一人一
社運動｣を展開、経営改善支援活動が標準業
務として定着できる体制を整備しました。

・ 対象先に対する｢経営改善計画の策定･内容
検証｣､｢企業実態の評価｣を実施します。

・ 経営改善支援業務の指導専担者を配置し、
営業店の経営改善活動を支援します。

・ お取引先に対する経営改善支援方針や具体
的支援策を明確にして、当該業務の一定の
レベルでの実施･定着を図っていきます。

・ 不良債権の新規発生防止のため、ローンレ
ビューの徹底やキャッシュフローのモニタ
リング強化を実施します。

 

・ 経営改善支援を融資営業業務の
一環として明確にしていきま
す。

・ お取引先に対する経営改善計画
の策定･内容検証､企業実態の把
握について、書式･業務フローを
統一していきます。

・経営改善支援業務の指導専担者
を配置、具体的な支援活動を開
始します。

・ 正常先企業等に対して、早期に
業績悪化の兆候を発見、改善ア
ドバイスを行える体制を構築し
ます。

・企業実態の把握･評価の実効性
向上、企業情報の共有化･継続性
を実現するための新たな管理方
法･体制の再検討を進めます。

・企業経営者の意識改革を図るた
めの啓蒙施策を企画･推進しま
す。

・専担部署には地区別･業種別の
専担者を配置します。
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スケジュール
項    目 現  状 具体的な取組み

平成 17 年度 平成 18 年度
備   考

  (目標)
・ 一定融資残高以上の要管理先・破綻懸念先、
かつ取引維持拡大方針先を対象に、｢経営改
善計画の策定･内容の検証｣、｢企業実態の評
価｣を実施する(対象企業 193 社)。上記のうち
｢要管理先｣の 2 割以上の債務者区分を上昇
させる(対象企業 107 社)。

（公表）
・ ｢経営改善計画の策定･検証｣､｢企業実態の
評価｣の活動状況

・ ｢要管理先｣の債務者区分の変遷
(3)事業再生に向けた積極
的取組み

・ 企業再生･不良債権処理の統括部署を中心
に、事業再生業務への積極的な取組みを開
始、｢静岡中小企業支援ファンド“パートナ
ー”｣、DIP ファイナンスの実行に結びつけ
るなど、各種再生手法を用いた具体的な成
果を実現しています。

・ 再生業務に関する知識･ノウハウの蓄積や
推進する人材の育成、外部支援機関･コンサ
ルとのネットワーク構築等の体制整備を含
め、再生業務について一定の成果を得てい
ます。

・ 現状、再生対象とすべきお取引先は依然相
当数存在すると認識しており、迅速再生を
念頭に、時間軸を明確にして、組織の横断
的連携を強めスピード感ある対応を進めて
います。

・ 再生対象企業として取組むべき｢集中対応
先｣を明確にして、外部支援機関･コンサル
等との連携や各種再生手法を駆使し、早期
に再生を実現していきます。

・ 各種再生手法や外部機関の事業再生機能を
積極的に活用し、収益拡大に寄与する。

・ 半期毎を目処に対象企業の洗い替えを実施
し、優先順位をつけ、早期クロージングに
向け進捗を管理していきます。

・ 業績低迷･財務毀損が激しく、再生の可能性
が低い先は、地域経済への影響等も考慮し
ながら、最終処理にも踏込んいきます。

・ 再生計画終了にあたって、シンジケートロ
ーン等のエグジットファイナンスを積極的
に活用する。

・ 再生実現後の具体的な内容の公表の是非に
ついては、影響等を慎重に検討のうえ、可
能な限り対応を図っていきます。

(目標)
・ 地域に大きな影響を及ぼす企業の再生に、
期間中に 10 件以上取組む。

・ 地域経済に影響度のある企業を
主体に｢集中対応先｣のリストア
ップを行います。

・個別案件毎の再生案の立案、有
効な再生手法･エグジットファ
イナンスの活用を図っていきま
す。

・集中対応先の洗い替え、および
個別案件毎の対応、有効な再生
手法･エグジットファイナンス
の活用を図っていきます。
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スケジュール
項    目 現  状 具体的な取組み

平成 17 年度 平成 18 年度
備   考

(4)担保･保証に過度に依存
しない融資の推進等

 ①担保･保証に過度に依存
しない融資の推進等

・ ｢クレジットポリシー｣(融資の基本理念と
融資の取上基準)を改定し、担保･保証に過
度に依存しない融資への取組みを図りまし
た。新収益管理システムの導入などにより、
個社別の採算管理ができるインフラ面の整
備を行いました。

・ 店長が決裁可能な信用貸出枠を拡大、融資
案件の取上げにあたり｢原則として融資は
可から｣を基本としたことなどで、中小企業
貸出残高は増加基調へ転換しました。

・ 個社別採算管理の実施および渉外･融資営
業担当者の｢目利き｣能力の発揮により、従
来は対応することが難しかったミドルリス
ク先に対し、一歩踏み込んだ対応を行い、
融資の拡大に取組みます。

・お取引先の実態や将来キャッシュフローに
よる返済能力等を総合的に捉えた審査方針
を継続します。

・ 根保証制度の改正に伴い、制度改正の主旨
を踏まえて保証受入れに関する対応方針を
明確にします。

・ バーゼルⅡに対応した新債務者格付制度への
移行･定着により、信用リスク管理の基盤で
ある債務者格付制度の高度化を図ります。

・ スコアリング審査システムの定着、同システム
を活用した融資商品の拡充を図ります。

・ 財務制限条項を付与した中小企業向け融資
商品の導入を検討します。

・ 中低位格付先は、｢営業店指導審査役｣等の
相談機能を活用し、融資案件取上げに前向
きに取組みます。

（目標）
・ 担保･保証に過度に依存しない融資推進を
図るため、以下の融資への取組みを行う。

① 店長決裁扱い、無担保、第三者保証不要の「しずぎんビ
ジネスサポートローン」を、期間中に 400 億円実行する。
（平成 17・18 年度各 200 億円）
② 無担保、第三者保証不要の中小企業小口ローン信用保険
付貸出ファンド「しずぎんビジネスローンプライムパー
トナー」を期間中に 120 億円実行する。（平成 17・18
年度各 60 億円）

・根保証制度の改正を踏まえた、
保証受入れに関する対応方針を
明確にします。
・新しい債務者格付制度への移
行、モデルの検証を行います。
・スコアリング審査システムの定
着化、同システムを活用した融
資商品の導入を図ります。
・財務制限条項を付与した融資商
品の調査･分析の実施、導入を検
討します。

・新しい債務者格付制度への移行
の定着化・モデルの検証を行い
ます。
・スコアリング審査システムを活
用した融資商品の取扱を継続し
て推進します。

（重点強化項目）（重点強化項目）（重点強化項目）（重点強化項目）

 ②中小企業の資金調達手
法の多様化

・売掛債権の買取り、私募債の受託･引受等の
商品や制度を提供し、中小企業の資金調達手
段の多様化を支援するとともに、地域集中リ
スクの軽減等を図っています。ただし、知的
財産権担保融資や動産･債権譲渡担保融資、
ノンリコースローン等の高度な融資手法に
対するノウハウは不十分と考えています。
・先進金融機関へのトレーニー派遣、新商品
や制度等の行員向けセミナーを開催し、人
材育成に取組みます。

・ 法人部内に｢ストラクチャードファイナン
スチーム｣を設置し、お客さまの資金調達多
様化に向けた幅広い提案を行います。

・ 知的財産権担保融資等の高度な融資手法に
ついては、引き続き情報収集に努めノウハ
ウを蓄積していきます。

・ 顧客ニーズが高い商品や制度に関する行内
勉強会の開催、行内ＬＡＮを利用した行員
向け情報提供を行います。

・ ＣＬＯに関する行政等の動向について情報
収集を行う。

・ ｢中小企業の会計に関する指針｣の動向と合
わせ、財務諸表の精度が高い企業に対する
具体的な融資推進策等を検討します。

・ 行内勉強会の開催、行内ＬＡＮ
を利用した情報提供の推進を行
います。

・ 高度な融資手法は、政府系金融
機関等との情報交換を通じてノ
ウハウを蓄積、取組みの検討を
行います。

・ ＣＬＯに関する行政等の動向に
ついて情報収集を行う。

・｢中小企業会計指針｣に関する情
報収集､対応の検討を行います。

・ 行内勉強会の開催、行内ＬＡＮ
を利用した情報提供の推進を行
います。

・ 高度な融資手法は、政府系金融
機関等との情報交換を通じてノ
ウハウの蓄積を行っていきま
す。

・ＣＬＯに関する行政等の動向に
ついて情報収集を行う。

・｢中小企業会計指針｣に関する情
報収集､対応の検討を行います。

(5)顧客への説明態勢の整
備、相談苦情処理機能の
強化

・ 説明態勢は、各種規定･マニュアル等を通じ
て全行員に示達､整備しています。

・苦情窓口｢お客さま相談室｣を所属変更し、
クイック･レスポンスが可能な体制としま
した。

・ 相談･苦情のレポーティングライン、コンプ
ライアンス会議など組織体制を整備しまし
た。苦情の内容を把握し、改善指示も実施
していますが、今後、類似苦情の傾向と要
因分析の精度を高め、再発防止効果を一層
高めていきます。ＣＳの観点からも、与信
取引やリスク商品販売における説明義務履
行体制を強化していきます。

・苦情事例の営業店への還元を継続して実施
します。
・ 類似苦情の傾向と要因分析の精度を高め、
必要な場合、再発防止策を立案･実施しま
す。

・ 包括的な説明マニュアルを作成するととも
に、内部監査による説明態勢の実効性を検
証します。

・ 融資苦情だけでなく、リスク商
品に関する苦情についても内容
を検討し、適切な再発防止策等
を図る体制とします。

・ 類似苦情の傾向と要因分析の精
度を高め、再発防止策を検討し
ます。

・ 苦情事例の営業店還元を継続的
に実施します。

・ 説明マニュアルを作成するとと
もに、お客さまへの説明態勢を
重点監査項目とした検証を行い
ます。

・ 類似苦情の傾向と要因分析の精
度を高め、再発防止策を検討し
ます。

・ 苦情事例の営業店還元を継続的
に実施します。

・ お客さまへの説明態勢を重点監
査項目とした検証を継続しま
す。

（重点強化項目）（重点強化項目）（重点強化項目）（重点強化項目）
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スケジュール
項    目 現  状 具体的な取組み

平成 17 年度 平成 18 年度
備   考

(6)人材の育成 ・行内講習会の･通信講座等の受講を通じ、財
務諸表等の定量分析に加え、環境分析､技術
力評価､組織など定性分析のスキル向上を
図っています。中小企業経営支援スキルが
浸透し、｢一人一社運動｣の実践力強化に繋
がっています。

・外部機関主催セミナーに専担者を派遣し、
地域再生ファンドを設立するなどスペシャ
リストの育成に繋がっています。

・・一方、営業現場における実践力の一層の向
上、渉外･融資営業初任者に対する目利き能
力の向上に取組んでいく必要があると認識
しています。

・ 検定試験、通信講座など自己啓発への継続
的取組みにより、目利き能力のベースとな
る各種業務知識の習得を図ります。

・ 業種別講習会の実施、グループ機能を活用
した営業手法、本部トレーニー拡充により、
実践力の強化を図ります。

・専担者を外部機関の専門的な研修へ派遣
し、事業再生等のスペシャリストを育成し
ます。

・行内の中小企業診断士を活用し、お客さま
の経営支援を実施します。

・ 検定試験など自己啓発に積極的
に取組みます。

・ 営業店行員を対象とした業種別
講習会や法人営業講習会を開催
します。

・ 営業店行員を対象とした本部ト
レーニーを実施し、目利き能力
の開発･銀行グループ機能を活
用した営業手法の習得を図りま
す。

・専担者を外部機関専門研修へ派
遣し、スペシャリスト育成を図
っていきます。

・ 業種別講習会や、法人営業講習
会を継続開催します。

・ 営業店行員を対象に本部トレー
ニーを継続実施します。

・専担者を外部機関専門研修へ継
続して派遣し、スペシャリスト
育成を図っていきます。

・中小企業診断士を活用したお客
さまの経営支援を実施します。

２．経営力の強化

(1)リスク管理態勢の充実 ・｢リスク統括部｣をリスク管理統括部署とし
て、リスクを経営体力の範囲内に制御、リ
スク情報を経営管理に活用し、収益性･効率
性の向上を目指す｢統合リスク管理｣の強化
を進めています。リスク資本配賦運営やリ
スク経費調整後収益の管理指標が定着しつ
つあります。

・ ｢バーゼルⅡ対応室｣を設置し、最低所要自
己資本比率に対応する体制を整備しまし
た。バーゼルⅡに関する勉強会等を開催、
｢バーゼルⅡニュース｣を発行し、銀行全体
の理解を深めています。

・ リスク資本配賦運営をグループ全体へ拡充
するため、グループ会社の保有リスクの計
測体制の高度化、業績評価制度導入など体
制を整備していきます。

・ 平成 17 年 3月末および 9月末規準のフィー
ルドテスト、18 年 3 月末および 9 月末規準
の予備計算における新自己資本比率の試算
を行い、影響度の調査･分析を実施します。

・ グループ会社の保有リスクに対
する計測体制の整備、ＡＢＣ原
価計算導入に関する検討を実施
します。

・ リスク資本配賦運営の試行を開
始します。

・ 平成 17年 3月末および9月末規
準のフィールドテストを実施し
ます。

・ 新内部格付制度の定着化および
ソブリン･金融機関格付制度の
導入･定着化を進めます。

・ ＥＶＡを活用した業務計画およ
びオペレーショナル･リスク管
理体制の構築計画を策定しま
す。

・ 平成 18年 3月末および9月末規
準の｢予備計算報告書｣等を作成
します。

・ 信用リスクアセットの月次算
出、案件格付制度を開始します。

・ 所管役員等で構成する｢バー
ゼルⅡ対応委員会｣を開催し、
進捗状況のモニタリングを実
施しています。

・ 平成 19 年度以降に、グループ
全体に対するリスク資本配賦
運営を開始します。

(2)収益管理態勢の整備と
収益力の向上

・ 管理会計を対象とした｢新収益管理システ
ム｣の開発が終了、店別管理のＰＤＣＡサイ
クルの運用を開始しています。今後、お取
引先別等の本格運用を推進していきます。

・ 信用リスク情報統合システムの導入によ
り、信用リスク量計測の高度化を図る体制
を整備しました。

・ バーゼルⅡに対応した新債務者格付制度を
構築し、デフォルト率を重視した債務者格
付体系とする体制整備を実施しました。

・ABC 原価計算システムによる経費率を反映
した信用リスクプレミアム基準の改定、プ
ライシングマニュアル制定等を実施し、リ
スク･経費を加味した収益意識は根付いて
います。

・ 新収益管理システムによるお取引先別管理
のＰＤＣＡサイクル運用方法を確立します。

・ 活用状況をモニタリングして、改善要件等
の抽出を図り、適切なメンテナンス･レベル
アップを実施します。

・信用リスク管理の基盤である新債務者格付
制度の定着化と活用を図ります。

・信用リスク情報統合システムを活用した信
用リスク量計測の精緻化と計測結果を活用
した信用リスク管理の高度化を図ります。

・ 直近の金利実績や経費･信用コスト等を踏
まえて、信用リスクプレミアム基準を改定
します。

・ グループ会社への ABC 原価計算導入を検討
します。

・ 新収益管理システムによる担当
者別･お取引先別管理の試行･運
用を実施します。

・ 新債務者格付制度への移行･運
用の定着化、信用リスク情報統
合システムによる信用リスク量
計測の試行･運用を行います。

・ 信用リスクプレミアム基準の見
直しによる金利設定の内部基準
の整備を行います。

・ グループ会社への ABC 原価計算
導入を試行します。

・新収益管理システムのレベルア
ップおよび活用促進を図りま
す。

・ 新債務者格付制度の定着化、モ
デルの検証に取組みます。

・ 計測信用リスク量の精緻化と計
測結果の分析･検討を行います。

・ 信用リスクプレミアム基準適用
の推進･管理およびプライシン
グロジックの高度化研究による
金利設定のための内部基準の整
備を行います。

・ グループ会社への ABC 原価計算
導入の拡大を検討します。

(3)ガバナンスの強化 ・ 監査部を、経営執行を監督する会長室の直
轄とし、内部統制の適切性･有効性を検証す
る体制としており、銀行本体のコーポレー
トガバナンス体制は整備されています。

・ 17年3月期の有価証券報告書提出にあたり、
東京証券取引所の適時開示規則に基づき、
｢有価証券報告書の適正性に関する確認書｣
を提出しました。

・ 証券取引法上の｢確認書｣の提出に向け、財
務諸表等を適正に作成するための内部管理
体制整備、有効に機能していることを確認
できる体制を整備していきます。

・ 企業会計審議会の基準に沿った財務報告に
係る内部統制体制構築への取組みを検討し
ます。

・連結経営に対応したグループ管理会計を構
築するとともに、グループにおける内部監査
機能の強化、グループ会社を対象とした業績
評価制度の整備等、連結経営管理体制の強化
を図ります。
・ 財務内容の適正性を確保するため、1)財務
報告等作成プロセスの文書化、2)本部・連
結子会社からの内部確認書の徴求、3)内部
監査部門による財務報告等の監査の実施に
より、内部管理体制を整備していきます。

・ 企業会計審議会の基準に沿った財務報告に
係る内部統制体制（経営者による評価・報
告および内部統制）構築への取組みを検討
します。

・ グループ代表者経営連絡会の設
置を行い、グループ会社の業務
プロセスの標準化を進めます。

・ 本部各部および連結子会社の財
務報告等作成手順書･チェック
リスト等の作成･整備を行いま
す。

・ 監査部による有価証券報告書の
作成プロセス監査を行います
(以降継続)。

・企業会計審議会の基準に沿った
内部統制環境の検討を行いま
す。

・ 有価証券報告書への証券取引法
上の｢確認書｣の添付、半期報告
書への証券取引法上の｢確認書｣
の添付を行っていきます。

・企業会計審議会の基準に沿った
内部統制環境の検討･整備を進
めます。

（重点強化項目）（重点強化項目）（重点強化項目）（重点強化項目）
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スケジュール
項    目 現  状 具体的な取組み

平成 17 年度 平成 18 年度
備   考

(4)法令等遵守(コンプライ
アンス)態勢の強化

 ①営業店に対する法令等
遵守状況の点検強化等

・ 不祥事件発生時のレポーティング･ラインの整
備、苦情窓口の移管等、コンプライアンス
情報の一元管理体制を構築しました。

・ 営業店検査手法の見直し、コンプライアン
ス担当者を対象とした研修の強化など不祥
事件再発防止策への取組みを強化していま
す。

・ 不祥事件再発防止策の実効性の検証と行員
等の更なるコンプライアンス意識の醸成を
図っています。

・ コンプライアンス・プログラムに盛り込んだ不
祥事件再発防止策の実施ならびに運用状況
のモニタリングを実施します。

・ コンプライアンス･オフィサーの設置と同職に
よるモニタリングを通じた内部牽制機能の
強化を図ります。

・ 職群別ベーシック研修(コンプライアンス面)
を実施します。

・ グループ会社の法令等遵守（コンプライア
ンス）態勢の診断及び標準化を実施します。

・コンプライアンス･オフィサーを配
置、コンプライアンス･オフィサー
によるモニタリングを実施しま
す。

・コンプライアンス･プログラムの進
捗状況をチェックしていきま
す。

・ コンプライアンス・オフィサーによ
るモニタリングを実施します。

・職群別ベーシック研修を実施し
ていきます。

 ②適切な顧客情報の管理･
取扱いの確保

・個人情報保護法の施行にあわせ、法律や各
種ガイドラインに準拠した規程の制改定を
実施し、顧客情報管理のための基本的な遵
守事項を網羅しました。

・「情報管理委員会」や｢情報セキュリティ管
理室｣の新設など、個人情報保護法の施行に
あわせて適切な組織的対応を図っていま
す。

・ 一方、安全管理措置の一環としてシステム
を検証した結果、一部に未対応なシステム
が確認されましたので、今後も顧客情報管
理態勢の一層のレベルアップに継続的に取
組んでいきます。

・未対応システムへの対応計画については、
平成17年 5月よりスケジュールに基づく進
捗管理およびサポートを実施しています。
技術的安全管理措置として対応が必須な項
目については、平成 18 年度中に対応完了す
る予定です。

・個人データ台帳のシステム化への取組み、
並びに誤ＦＡＸ･誤郵送･誤返却等の防止に
継続的に取組み、情報漏えい等の発生を防
止していきます。

・各種資料の削減や各書類の本部集中化等に
取り組んでいきます。

・対応計画に基づく、進捗状況管
理等を行っていきます。
・個人データ台帳のシステム化、
並びに誤ＦＡＸ･誤郵送･誤返却
等の防止に継続的に取組んでい
きます。
   

・対応計画に基づく、進捗状況管
理等を行っていきます。

・営業店還元資料の削減と各種書
類の本部集中化に取組んでいき
ます。

（重点強化項目）（重点強化項目）（重点強化項目）（重点強化項目）

(5)ＩＴの戦略的活用 ・ IT を有効活用するための、「IT に関する基
本原則」「IT に関する運営の基本的考え方」
を制定し、IT 活用の標準化への指針として
います。

・ 「IT 活用責任部署」「IT 提供責任部署」「IT
統括責任部署」の三位一体の推進体制を整
備し、情報システム全体の最適化に向け取
組んでいきます。

・｢ＩＴに関する基本原則｣､｢ＩＴに関する運
営の基本的考え方｣に沿ったシステム開発、
および当該プロセスの管理･啓蒙を行いま
す。

・システム基盤整備計画(行内通信ネットワーク
の再構築､ＯＡシステムの更改､情報系システムの
ハードウェア更改)を推進します。

・次世代システムの基盤構想と統合情報シス
テムの方向性を策定します。

(ＩＴプロセス)
・新ＩＴプロセスの取扱開始、管
理手法の高度化を図ります。
(基盤整備計画)
・ ＯＡ系ネットワークの再構築、Ｏ
Ａシステム更改を実施します。

(統合情報システム)
・ 次世代に向けた統合情報システ
ムワーキングの組成、基本方針･
マスタースケジュールを策定し
ます。

(ＩＴプロセス)
・ 新ＩＴプロセスのグループ会社
への適用を拡大します。

(基盤整備計画)
・ 情報系システムのハードウエア
更改、勘定系ネットワークの再
構築を行います。

(統合情報システム)
・新たな統合情報システムを段階
的に開発します。

・平成 19 年度は営業店システム
の更改、ハブシステムの導入、
平成 20 年度は勘定系システム
のハードウエア更改を実施し
ます。

３．地域の利用者の利便性向上
(1)地域貢献等に関する情
報開示
地域貢献に関する情報開示
充実した分かりやすい情報
開示の推進

・銀行法に基づくディスクロージャー誌のほ
か、ミニディスクロージャー誌の発行、地元
説明会の開催、インターネットＨＰにより、
地域のお客さまへ地域貢献に関する諸情報
をはじめ、当行グループの経営情報を積極的
に開示しています。

・経営の透明性を高める視点から、従来から積
極的な経営情報の開示に努めてきました。地
域貢献に関する取組みについて、引続き地域
のお客さまが理解しやすい内容の開示を行
っていきます。

・ディスクロージャー誌･ミニディスクロージ
ャー誌は、地域のお客さまが理解しやすい内
容で開示し、経営者から地域貢献に関する取
組みの主要事項について説明します。

・インターネットＨＰ上に顧客向け商品･サー
ビス内容およびディスクロージャー誌、ミニ
ディスクロージャー誌、決算発表時資料を掲
載します。

・アンケートや店頭等におけるお客さまから
の意見･質問に対し、頻度の高いものは、イ
ンターネットＨＰ上で回答を公表します。

・平成 16 年度決算、平成 17 年度
中間決算発表時に、地域のお客
さま向け情報開示を実施しま
す。
・ディスクロージャー誌、ミニデ
ィスクロージャー誌を発刊、地
元説明会を開催します。
・平成 17 年度中間決算発表時に、
地域のお客さま向け情報開示を
実施します。
・利用者から質問の多い事項は、
インターネットＨＰ等を利用し
回答を公表します。

・平成 17 年度決算、平成 18 年度
中間決算発表時に、地域のお客
さま向け情報開示を実施しま
す。
・ ディスクロージャー誌、ミニデ
ィスクロージャー誌を発行し、
地元説明会開催します。
・ 利用者から質問の多い事項は、
インターネットＨＰ等を利用し
回答を公表します。

・当行にとっての｢地域｣とは、営
業拠点がある地域(静岡､東京､
神奈川､愛知､大阪)すべてと捉
えています。

・ただし、お客さまの大半が主た
る営業地域となる静岡県内に
存在することを勘案し、情報開
示は静岡県内おける貢献を明
確に開示します。
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スケジュール
項    目 現  状 具体的な取組み

平成 17 年度 平成 18 年度
備   考

(3)地域の利用者の満足度
を重視した金融機関経
営の確立

・従来よりＣＳ向上には取組んでいますが、
常識的な応対マナーの欠如や基本的な事務
取扱ミスに起因する苦情が依然として散見
されるなど、｢顧客第一主義｣が徹底されて
いるとは言い難い状況にあります。
・ グループ全体の顧客満足度向上への取組み
強化のため、｢ＣＳ担当｣を配置しました。

・ また、利用者保護の強化を図るべく、偽造
キャッシュカード犯罪の防止・極小化に取
組むとともに、被害者への真摯な対応を行
いました。

・全店統一の行動スローガン、行動基準の制
定を行っていきます。
・ 任意抽出先に対する顧客満足度調査や営業
店の電話応対調査を実施し、経営方針に反
映させていきます。

・ 本部による臨店調査や指導を実施します。
・ 各営業店･ローンセンターに｢ＣＳ推進責任
者｣等を配置するなど、ＣＳ活動の推進体制
を整備します。

・ 利用者保護強化の観点から、IC キャッシュ
カード化など偽造・盗難防止に向けた効果
的な取組みを検討する。

・ 本部に｢ＣＳ担当｣、営業店に｢Ｃ
Ｓ推進責任者｣を配置しました。

・ 全店統一の行動スローガン、行
動基準を制定します。

・ 苦情・要望に対する改善結果を
｢ＣＳニュース｣により行内に還
元します。

・ 本部による臨店調査や指導を実
施します。

・ 顧客満足度調査、営業店の電話
応対調査を実施します。

・ IC キャッシュカード化（抗スキ
ミング性の高い IC カードの導
入）

・平成 17 年度実施施策の効果を
検証します。

・顧客満足度調査結果を営業施策
に反映していきます。
・推進体制の充実･強化について
は、継続して実施していきます。

(4)地域再生推進のための
各種施策との連携等

＜地域活性化および再生支援＞
・ 従来の再生業務は、個別企業に対するアプ
ローチの枠組みに止まり、企業集積や地域産
業全体の活性化と言う目線は少なかった。
・これまでの地域再生の取組みは、インフラ
整備やソフト事業の活性化などに軸足が置
かれ、地域の産業や企業の抜本的再生を含む
踏込んだ取組みは今一歩の状態で、結果的に
連携した取組みまでには発展していません。

＜地域活性化および再生支援＞
・ 地域全体の活性化を計画的に実施する「ま
ちづくり」の視点から、地域の活性化に向
け、地域と一体となった取組みを推進しま
す。

・ 地公体･商工団体･利害関係者等との間で、
対象案件毎に地域再生に向けた共通認識を
醸成し、早期に方向性の統一を図ります。

・ 必要に応じて外部コンサルタントの支援を
受け、利害関係者等の賛同･協力を得なが
ら、再生策へと繋げていきます。

・ 各種施策による個別企業への影響や、当行
が対応すべき支援策を見極め、個別企業に
対する抜本再生策にも繋げていきます。

(目標)
・地域再生支援案件を 3件以上着手する。

＜地域活性化および再生支援＞
・対象案件のリストアップを行い
ます。

・ 案件毎に地公体･商工団体･利害
関係者等との接触･共通認識の
醸成、意見調整･方向性の統一を
図っていきます。

・ 具体的な再生計画の策定を行っ
て行きます。

＜地域活性化および再生支援＞
・再生計画に基づく具体的な地域
再生に着手していきます。

・利害関係者となる取引先企業に
対する対応を実施していきま
す。

＜ＰＦＩへの取組み支援＞
・現在、静岡県内のＰＦＩ事業で落札者決定
済案件は 2 件(長泉町一般廃棄物最終処分
場、西遠地区新構想高等学校)のみ。2 案件
ともアレンジャーを獲得し、融資契約書等に
ついて交渉中です。

＜ＰＦＩへの取組み支援＞
・ 実施方針が公表されている案件について、
アレンジャー獲得に向けて交渉するととも
に、事業者･地公体等に対してＰＦＩについ
ての啓蒙を図っていきます。

・ 先進金融機関へのトレーニー派遣を継続
し、プロジェクトファイナンスの知識習得
とともに、地域案件の組成に関して協働体
制を構築していきます。

(目標)
・ 静岡県内における、地域にとって有用な PFI
案件については、全て参加することを前提
に案件検討を行う。

＜ＰＦＩへの取組み支援＞
・ 先進金融銀行へのトレーニー派
遣を継続していきます。

・継続的に事業者・地公体・営業
店に対して勉強会等を実施して
いきます。

＜ＰＦＩへの取組み支援＞
・ 先進金融銀行へのトレーニー派
遣を継続していきます。

・継続的に事業者・地公体・営業
店に対して勉強会等を実施して
いきます。

＜ＰＦＩへの取組み支援＞
・ 現時点で実施方針が公表され
ている案件

 1)中部運転免許センター
 2)総合科学技術高等学校


